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本日のテーマ



違法伐採問題

違法伐採とは､一般的にそれぞれの国の法律に反して行われ
 る伐採を指すが､貧困､政府の腐敗等背景は複雑

生産国における持続可能な森林経営の阻害､森林減少･劣化

正当なコストを支払っていない､違法伐採木材､木材製品が国際
市場で流通することによって輸入国の持続可能な森林経営を阻害

本来､環境にやさしい資材である木材への信頼性の低下､他資材へ
の転換

木材生産国・加工国・消費国の各取組・協力

・国内法の整備
政府調達制度／違法伐採木材製品等を市場から排除する法的措置

・途上国（生産国）支援・協力

影響影響

対応対応

（インドネシア５０％

 
ロシア２０％）



国際的な議論の経過（1998～2009）



G8G8違法伐採専門家報告書（概要）違法伐採専門家報告書（概要）
ーー北海道洞爺湖サミットー北海道洞爺湖サミットー



我が国の基本姿勢と主な取組

｢違法に伐採された木材は使用しない｣という基本的な考え方に
 基づいて､違法伐採問題の重要性を一貫して主張。
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１）二次元バーコードによる信頼性の向上
貯蔵量の報告書

合法運送証明書類
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ラベルの例

貯木場

BRIK (木材産業再活性化機構)
各工場における､原料入荷､製品出荷

 
の情報を審査の上､輸出許可

輸出

インドネシアとの協力インドネシアとの協力
二次元バーコードを活用した木材履歴追跡システムの開発二次元バーコードを活用した木材履歴追跡システムの開発



貯木場に搬入された丸太のラベ

 
ル（汚れもなくスキャン可）

安全のため同じコードを2つ印刷

丸太情報の入力 ラベルを現場で印刷 伐倒木と根株にラベルを貼付

スキャンによる丸太情報の入手

 
と登録

スキャンデータを基に丸太の一

 
覧表を印刷

２）現地での実証試験



中国との連携

計
11,579億円

・中国は最大の木材輸入相手国
・我が国の木材・木材製品の貿
易に係る措置は、中国への働
きかけが不可欠

違法伐採取り締まりの
強化について合意

日中首脳会

 談
（08年5月）

木材の生産、流通、貿易
システム等を通じて違法
伐採問題に対応していく
ことで一致

日中林業

 TOP定期対
 話

（08年11月）

・日中共同で取り締まり
・違法伐採について、日
中間で覚書の締結の可
能性を検討する方向で
認識共有

日中HED
（09年6月）



合法木材に関する取り組み
 グリーン購入法

国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（2000年法律第100号）

- 環境負荷の低減に資する物品・役務（環境物品等）について国等の公的部門にお

 
ける調達の推進、情報提供等により、環境負荷の少ない持続可能な社会の構築

国会、裁判所、各省庁、国会、裁判所、各省庁、

独立行政法人等独立行政法人等

-調達方針の作成、公表

-調達実績の公表

基本方針

 
（閣議決定；2006年2月）

- 環境物品リスト
- 環境物品の要件（判断の基準、配慮事項）の決定
- 調達方針作成のための基本的事項

義務的に実施 努力義務、一般的責

 務

※基本方針や各省等の調達方針の中でガイドラインに基づく合

 
法木材の優先調達を明記



「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のた
 めのガイドライン」の概要



合法木材供給事業者認定団体及び認定事業者数
 H21.3.5現在

団体区分 認定団体数 認定事業者

中央認定団体 ２０ １，３９７

都道府県木連（傘下の

 木材団体含む）
６１ ４，８３９

都道府県森連 ４１ ７８８

地区素生協 １４ ３８６

合 計 １３６ ７，４１０



合法性・持続可能性の証明された木材・木製品の取扱実績
 （平成19年度）

区分 木材・木製品の取

 扱量(出荷量総数、
 千㎥）

うち合法性等の証明

 されたもの（千㎥）
割合（％）

素材生産（国内） 4,896 3,074 62.8

素材流通（国内注） 8,049 3,500 43.5

木材加工（同上） 13,859 4,902 35.4

木材流通（同上） 13,603 2,022 14.9 

その他（同上） 12 3 25.0

素材流通（輸入） 5,024 932 18.6

木材流通（輸入） 6,099 302 5.0

出展：社団法人全国木材組合連合会の要請に基づいて実績報告を提出した87団体4293 
認定事業体の数値を集計したもの（平成20年9月調査）



日本木材輸入協会傘下企業による合法木材取扱実績
 (平成20年度)

申告輸入量 合法材数量 比率

輸入量(A) 合法材輸入量

 (B)
出荷量

 (C)
B/A(％) C/B(％)

丸太 3,697,246 728,558 574,839 19.7 78.9

製材 2,574,724 70,161 4,437 2.7 6.6

合板・ボード 2,570,225 2,141,635 346,031 83.3 16.1

集成材 563,168 14,255 1,870 2.5 13.1

合計 9,405,393 2,954,609 927,177 31.4 31.4

単位：㎥



平成20年度違法伐採総合対策推進事業
林野庁長官感謝状受賞者

名称 所在地 業態 認定団体

丸善木材株式会社
北海道

 釧路郡釧路町
製材・チップ・加工

 品
北海道木材産業協同組合連合会

協和木材株式会社
福島県

 東白川郡塙町
製材加工 木材表示推進協議会

住友林業株式会社

 木材建材事業本部木材部
東京都

 千代田区
木材輸入 日本木材輸入協会

北三株式会社
東京都

 江東区
合板・ツキ板製造

全国天然木化粧合単板工業協同組

 合連合会

浮羽森林組合
福岡県

 うきは市
林産（素材生産） 福岡県森林組合連合会



木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明
 方法に関する提言（違法伐採総合対策推進協議会）





提言に対する林野庁の考え方



平成22年度予算概算要求の概要

合法木材の普及体制整備

団体・企業の登録

認定事業体等の取組のモニタリング

個別企業の取組の調査

輸入材の合法性証明体制のチェック等

合法性証明の適切な実施を確認する

 
ことによって、消費者の安心を確保

一般消費者への普及啓発

情報窓口の整備、セミナー、

 
説明会等の開催等

木材産業界等による供給

 
体制の整備

業界に対する説明会、普

 
及マテリアルの作成等

合法木材信頼性向上支援

合法木材の利用拡大を図り、違法伐採木材を排除する



政府調達の一層の推進
 

（環境省との連携）



民主党政策集  ＩＮＤＥＸ2009

違法伐採による外材の輸入を規制するた
 

め、「森林の適切な経営」に基づく木材で
 

あることを証明する「トレーサビリティ（追跡
 

可能性）システム」を導入します。



合法木材を流通させることによって違法伐採
 木材を世界のマーケットから排除します。

ありがとうございました。

（政策目標）
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